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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第88期

第３四半期連結
累計期間

第89期
第３四半期連結

累計期間
第88期

会計期間
自2022年４月１日
至2022年12月31日

自2023年４月１日
至2023年12月31日

自2022年４月１日
至2023年３月31日

売上高 （百万円） 13,654 13,487 23,874

経常利益 （百万円） 727 614 2,654

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 513 456 1,871

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 461 988 1,765

純資産額 （百万円） 22,614 24,387 23,917

総資産額 （百万円） 28,347 29,888 34,014

１株当たり四半期（当期）純利

益
（円） 121.34 107.80 441.87

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 79.8 81.6 70.3

 

回次
第88期

第３四半期連結
会計期間

第89期
第３四半期連結

会計期間

会計期間
自2022年10月１日
至2022年12月31日

自2023年10月１日
至2023年12月31日

１株当たり四半期純利益 （円） 93.54 77.83

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載していませ

ん。

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、

主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（特別調査委員会による調査結果とその影響）

当社は、2024年２月13日付公表の「特別調査委員会設置、2024年３月期第３四半期決算発表の延期及び四半期報

告書の提出期限延長申請の検討に関するお知らせ」に記載のとおり、当社において印章の管理が不十分であり印章

の不正利用の疑義及び印章の不正利用にかかる内部統制の不備に関する疑義、並びに本件不正利用が判明した後の

取締役会、取締役監査等委員への情報伝達についても不備があった疑義（以下、併せて「当初疑義」といいま

す。）が確認されたため、その全容解明に取り組むべく特別調査委員会を設置し調査を行ってまいりました。ま

た、同年３月11日付公表の「特別調査委員会による調査の進捗に関するお知らせ」に記載のとおり、上記調査を進

める過程で、2020年６月及び７月に東北支店において同一の発注者から受注していた２案件（当初疑義にかかるも

のとは別の案件）において、範囲外工事（追加工事）の原価を少なくとも一部について、適時に工事原価総額に追

加計上せず、特段の根拠なくその追加計上時期を翌期以降に遅らせた疑義（以下、「新規疑義」といいます。）が

確認されたため、特別調査委員会に対して、新規疑義に対応する調査を新たに委嘱して調査範囲を拡大し、当初疑

義とともに調査を行い、2024年４月30日付で特別調査委員会から調査報告書を受領しました。

当社は、特別調査委員会から受領した調査結果に基づき、過年度の財務諸表に与える影響を検討いたしました

が、当該期間の損益に与える影響は限定的であるため、過年度の決算の訂正は行わず、2024年３月期第３四半期の

財務諸表にて処理することとしています。

株主、投資家の皆様をはじめとするステークホルダーの皆様に多大なご迷惑とご心配をおかけしていますことを

心よりお詫び申し上げますとともに、信頼回復に全力を挙げて取り組んでまいります。

(1）経営成績の分析

当第３四半期連結累計期間の世界経済は、欧米を中心とした金融引き締め政策の継続、ウクライナ情勢の長期化

や中東情勢の緊迫化等により、先行き不透明な状況が続きました。

米国では良好な雇用情勢を背景とした個人消費の回復に支えられ、景気は堅調に推移しました。欧州ではインフ

レは鈍化傾向にあるものの、依然として金融引き締めの継続による影響が大きく、景気は低迷しました。中国では

不動産市場の低迷や輸出の落ち込み等の影響から、景気は低調に推移しました。

わが国経済については、インバウンド需要が順調に回復し、個人消費も堅調に推移したことなどから、景気は緩

やかな回復が続きましたが、円安の進行やエネルギー価格・原材料価格の高止まり、海外経済の下振れリスクによ

る影響など、引き続き景気の先行きを注視していく必要があります。

このような中で、当社グループの当第３四半期連結累計期間における受注額は、大型案件の受注があった海外部

門と官需部門がそれぞれ大幅に増加したことから、前年同期比149.3％の24,061百万円となりました。売上高につ

いては、前年同期比98.8％の13,487百万円となりました。また、利益については、営業利益は前年同期比75.1％の

463百万円、経常利益は前年同期比84.5％の614百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益は前年同期比88.9％の

456百万円となりました。

当社グループの売上高は、公共事業物件の割合が高いため連結会計年度末に集中する傾向があり、四半期別の業

績には季節的変動があります。

(2）財政状態の分析

（資産）

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末と比べ、4,126百万円減少し29,888百万円となりま

した。これは、現金及び預金の増加613百万円、投資有価証券の増加503百万円などがあったものの、受取手形、売

掛金及び契約資産の減少5,935百万円などがあったことによるものです。

（負債）

当第３四半期連結会計期間末の総負債は、前連結会計年度末と比べ、4,595百万円減少し5,500百万円となりまし

た。これは、契約負債の増加646百万円があったものの、支払手形及び買掛金の減少2,997百万円、電子記録債務の

減少1,237百万円、未払法人税等の減少784百万円などがあったことによるものです。

（純資産）

当第３四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末と比べ、469百万円増加し24,387百万円となりまし

た。これは、その他有価証券評価差額金の増加454百万円などがあったことによるものです。

この結果、自己資本比率は、81.6％（前連結会計年度末70.3％）となりました。

 

EDINET提出書類

株式会社電業社機械製作所(E01544)

四半期報告書

 3/18



(3）経営方針・経営戦略等

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

(4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基

本方針について重要な変更はありません。

(5）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、214百万円となりました。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 19,107,600

計 19,107,600

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2023年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（2024年４月30日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,776,900 4,776,900
東京証券取引所

スタンダード市場

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式で、

単元株式数は100株

です。

計 4,776,900 4,776,900 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

2023年10月１日～
2023年12月31日

― 4,776 ― 810 ― 28

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2023年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式
普通株式 538,700

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,230,300 42,303 同上

単元未満株式 普通株式 7,900 － －

発行済株式総数  4,776,900 － －

総株主の議決権  － 42,303 －

　（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が400株（議決権４個）含まれてい

ます。

２. 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式97株が含まれています。

②【自己株式等】

    2023年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

（自己保有株式）

株式会社電業社機械製作所

東京都大田区大森北

１丁目５番１号
538,700 － 538,700 11.28

計 － 538,700 － 538,700 11.28

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

(1）退任役員

役職名 氏名 退任年月日

取締役
常務執行役員
営業本部長 兼 ERD推進室長

濱田 耕一
2023年８月14日
（逝去による退任）

 

(2）異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

男性9名　女性－名（役員のうち女性の比率－％）
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しています。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2023年10月１日から2023

年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2023年４月１日から2023年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けています。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2023年12月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,461 7,074

受取手形、売掛金及び契約資産 19,456 ※ 13,521

電子記録債権 163 ※ 118

有価証券 19 99

仕掛品 50 117

原材料及び貯蔵品 124 142

その他 249 792

流動資産合計 26,528 21,868

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 2,781 3,071

その他（純額） 1,537 1,396

有形固定資産合計 4,318 4,468

無形固定資産 339 350

投資その他の資産   

投資有価証券 2,401 2,905

繰延税金資産 151 -

その他（純額） 307 329

貸倒引当金 △33 △33

投資その他の資産合計 2,827 3,201

固定資産合計 7,486 8,019

資産合計 34,014 29,888
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2023年12月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 4,145 ※ 1,148

電子記録債務 2,777 1,539

未払法人税等 843 58

契約負債 384 1,030

受注損失引当金 106 127

製品保証引当金 80 77

賞与引当金 616 302

役員賞与引当金 95 70

その他 852 811

流動負債合計 9,903 5,166

固定負債   

退職給付に係る負債 102 41

繰延税金負債 0 199

その他 90 93

固定負債合計 192 333

負債合計 10,096 5,500

純資産の部   

株主資本   

資本金 810 810

資本剰余金 119 123

利益剰余金 23,425 23,352

自己株式 △1,018 △1,013

株主資本合計 23,335 23,272

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 813 1,268

繰延ヘッジ損益 △0 △6

為替換算調整勘定 △123 △56

退職給付に係る調整累計額 △107 △90

その他の包括利益累計額合計 582 1,114

純資産合計 23,917 24,387

負債純資産合計 34,014 29,888
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間

(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年12月31日)

売上高 13,654 13,487

売上原価 10,578 10,470

売上総利益 3,075 3,017

販売費及び一般管理費 2,459 2,554

営業利益 616 463

営業外収益   

受取利息 21 14

受取配当金 83 89

投資有価証券売却益 - 22

受取賃貸料 53 52

その他 9 11

営業外収益合計 168 190

営業外費用   

賃貸費用 12 12

固定資産処分損 27 11

支払保証料 5 6

その他 12 7

営業外費用合計 57 38

経常利益 727 614

特別利益   

投資有価証券売却益 46 77

特別利益合計 46 77

特別損失   

固定資産処分損 - 18

特別損失合計 - 18

税金等調整前四半期純利益 773 673

法人税、住民税及び事業税 138 74

法人税等調整額 121 142

法人税等合計 259 216

四半期純利益 513 456

親会社株主に帰属する四半期純利益 513 456
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間

(自　2022年４月１日
　至　2022年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日
　至　2023年12月31日)

四半期純利益 513 456

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 2 454

繰延ヘッジ損益 △6 △6

為替換算調整勘定 △51 66

退職給付に係る調整額 2 16

その他の包括利益合計 △52 531

四半期包括利益 461 988

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 461 988
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

該当事項はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

該当事項はありません。

（四半期連結貸借対照表関係）

※四半期連結会計期間末日満期手形、電子記録債権及び電子記録債務

四半期連結会計期間末日満期手形、電子記録債権及び電子記録債務の会計処理については、手形交換日又は決

済日をもって決済処理をしています。なお、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四

半期連結会計期間末日満期手形等が、四半期連結会計期間末日残高に含まれています。

 

 
前連結会計年度

（2023年３月31日）
当第３四半期連結会計期間

（2023年12月31日）

受取手形 －百万円 3百万円

電子記録債権 － 13

支払手形 － 3

 

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間（自2022年４月１日　至2022年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自2023年

４月１日　至2023年12月31日）

　当社グループの売上高は、公共事業物件の割合が高いため、連結会計年度末に集中する傾向があり、四半期別

の業績には季節的変動があります。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりです。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2023年４月１日
至　2023年12月31日）

減価償却費 378百万円 423百万円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

    配当金支払額

 
 

（決議）
株式の種類

配当金の総額
(百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年５月23日

取締役会
普通株式 296 70.0 2022年３月31日 2022年６月10日 利益剰余金

2022年11月14日

取締役会
普通株式 211 50.0 2022年９月30日 2022年12月12日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2023年４月１日　至　2023年12月31日）

    配当金支払額

 
 

（決議）
株式の種類

配当金の総額
(百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年５月24日

取締役会
普通株式 307 72.5 2023年３月31日 2023年６月12日 利益剰余金

2023年11月14日

取締役会
普通株式 222 52.5 2023年９月30日 2023年12月11日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自　2023年４月１日　至　2023年12月31日）

　当社グループは、風水力機械の製造・据付・販売を専ら事業としており、製品の性質、製造方法、販売市場

等の類似性から判断して単一セグメントであるため、セグメント情報の記載を省略しています。
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（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前第３四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年12月31日）

収益の認識時期

（単位：百万円）

 

製品機種区分

合計
ポンプ 送風機 バルブ その他

一時点で移転される財 501 147 16 38 703

一定の期間にわたり移転
される財

9,779 2,463 107 600 12,950

顧客との契約から生じる
収益

10,280 2,610 124 638 13,654

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 10,280 2,610 124 638 13,654

 

当第３四半期連結累計期間（自　2023年４月１日　至　2023年12月31日）

収益の認識時期

（単位：百万円）

 

製品機種区分

合計
ポンプ 送風機 バルブ その他

一時点で移転される財 591 131 4 33 762

一定の期間にわたり移転
される財

9,550 2,380 179 615 12,725

顧客との契約から生じる
収益

10,142 2,512 184 649 13,487

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 10,142 2,512 184 649 13,487
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2023年４月１日
至　2023年12月31日）

１株当たり四半期純利益 121円34銭 107円80銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（百万円） 513 456

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益(百万円）
513 456

普通株式の期中平均株式数（千株） 4,234 4,237

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

第89期（2023年４月１日から2024年３月31日まで）中間配当については、2023年11月14日開催の取締役会におい

て、2023年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議しまし

た。

①中間配当による配当金の総額　　　　　　　　　222百万円

②１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　52円50銭

③支払請求権の効力発生日及び支払い開始日　　　2023年12月11日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2024年４月30日

株式会社電業社機械製作所

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 新居　伸浩

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 井澤　依子

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社電業

社機械製作所の２０２３年４月１日から２０２４年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（２０２３

年１０月１日から２０２３年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（２０２３年４月１日から２０２３年１２

月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括

利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社電業社機械製作所及び連結子会社の２０２３年１２月３１日

現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項

が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。
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・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見事

項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しています。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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